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１ はじめに ２ 乗車券選択行動に関するアンケート調査 

  

(1) アンケート調査の概要 近年東京圏の鉄道事業者において，通勤定期券

の利用者数が減少傾向にある．例えば大手私鉄の代

表的路線注1)で見ると，1991年～2000年の10年間で

平均12％減少している．鉄道事業者にとって，定期

券は顧客の維持に大きな役割を果たしており，特に

鉄道事業を取り巻く環境が厳しくなっている現在，

その重要度は増しているものと考えられる． 

アンケート調査は東京圏に居住する通勤で鉄道

を利用する者を対象に，Web上およびサンプルの偏

りを考慮して配布回収による調査を実施した．主な

アンケート調査項目は，個人属性，乗車券の保有と

その理由，通勤時およびそれ以外での鉄道の利用頻

度や区間，その際の利用乗車券，勤務先の交通費の

支給方法などである．なお，調査期間は2003年10月

から2004年1月である． 

このような定期券など各乗車券の利用動向につ

いては，これまでマクロ的視点から分析が行われて

おり，人口やその構造，雇用状況などの変化と乗車

券別の利用者数の変化との間に一定の関係が見られ

ることが明らかにされている1)．しかし，例えば派

遣社員の増加など雇用・就業形態の変化にともなう

回数券やカード乗車券利用の増加といった，利用者

の属性と乗車券の選択行動との関係について，ミク

ロな視点で分析した研究はほとんど存在しない注2) ． 

 

(2) アンケート調査の結果 

1) 属性 

本調査によって得られた回答数は280サンプルで，

有効回答数は237サンプルであった．年齢構成は図-

1のとおりであり，性別は男性が68％，女性が32％，

雇用・就業形態は会社員・公務員などの正社員が

71％，派遣社員や契約社員，アルバイトなどの非正

社員が29％であった．  

そこで本研究では，東京圏における通勤目的で

の鉄道利用者を対象にアンケート調査を行い，乗車

券の保有や利用実態を把握するとともに，雇用・就

業形態などの利用者属性との関係を分析する．ここ

で通勤目的での利用者を対象とするのは，定期券の

利用が多いと想定されるためである．そして，アン

ケート調査結果を踏まえて乗車券選択モデルを構築

することで，通勤利用者の選択行動メカニズムを明

らかにする．以上の分析によって，非正社員化の進

展など今後の雇用・就業形態の変化が定期券など各

乗車券の利用動向に及ぼす影響について，一定の示

唆が得られるものと考えられる． 
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図-1 回答者の年齢構成 
*キーワーズ：乗車券選択，都市鉄道 

 
** 正員 博(工)  (財)運輸政策研究機構 

 （港区虎ノ門3-18-19，TEL:03-5470-8405，FAX:03-5470-8401） 
  



2) 乗車券の保有状況 

通勤利用者の乗車券の保有状況を図-2に示す．こ

れより80％が定期券を保有しており，複数の乗車券

を保有している場合は，カード乗車券が36％と多い

ことが分かる．一方，回数券を保有しているのは

19％，カード乗車券を保有しているのは11％であっ

た注3)． 
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図-2 乗車券の保有状況 

 

このうち定期券の保有理由を図-3に示す．これよ

り定期券については，「会社から支給される（現物

もしくは購入費）」が最も多く，次いで「同一区間

を多く利用する」注4)，「割引がある」，「途中下

車ができる」が挙げられており，定期券のメリット

である経済性や区間内であれば何回でも乗降が可能

な柔軟性が選択要因となっていることが分かる． 
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3) 乗車券の利用状況 

一方，通勤時の乗車券の利用状況を図-4 に示す．

これより，定期券利用者の割合は他の乗車券との併

用を含めると 80％と高くなっていることが分かる．

一方，定期券外については，回数券利用者の割合は

16％，カード乗車券利用者の割合は 11％となって

いる．なおこれらはいずれも複数の乗車券の併用を

含めた値である． 

以上より，通勤時に利用されている乗車券の多

くは定期券であるものの，回数券やカード乗車券な

ど定期券外の利用者も，一定割合存在することが示

された注 5)． 
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図-4 通勤時の乗車券の利用状況 

 

4) 雇用・就業形態との関係 

次に，3)で見たような乗車券の利用に，雇用・就

業形態がどの程度関係しているのかを示したのが

表-1 である．これより定期券利用者については

83％が正社員であり，派遣社員やアルバイトなど非

正社員は 17％となっている．一方，回数券および

カード乗車券利用者については，非正社員の比率が

77％と高くなっている． 

以上より，定期券利用者のほとんどが正社員で

あり，一方で回数券やカード乗車券など定期券外利

用者には正社員以外が多く，利用乗車券と雇用・就

業形態との間に一定の関係があることが示された．  

 

表-1 通勤時における利用乗車券と雇用・就業形態 

正 

社員

契約

社員 

派遣

社員 

アル

バイ

ト 

その

他 
合計

定期券 156 6 4 15 7 188

回数券 5 1 1 19 4 30定

期

外 カード 6 3 1 4 3 17

合計 167 10 6 38 14 235

    （単位：人）  

注）正社員には公務員も含む． 

 



5) 交通費の支給方法 

鉄道利用者の勤務先からの交通費の支給方法を

表-2に示す．従来，通勤時における利用者の乗車券

選択や経路選択に対して，運賃水準はほとんど影響

を与えないものとされてきた．しかし近年，企業に

よる経費削減の一環として，例えば申請経路分の支

給から最安経路分のみの支給へ変更するといった交

通費の支給方法を見直す動きが見られるようになっ

てきており2)，選択要素の構成に一定の影響がある

ものと想定される． 

表-2より，今回のアンケート調査では59％の利用

者が申請経路分の支給を受けているが，一方で19％

の利用者は最安経路分の支給であり，このことは運

賃水準の影響を必ずしも無視できないことを示唆し

ていると言えよう． 

 

表-2 交通費の支給方法 

正
社員

契約
社員

派遣
社員

アル
バイト

その他 合計

1ヶ月定期代 17 1 1 2 2

3ヶ月定期代を1ヶ月換算 22 1 2 - 3

6ヶ月        〃 76 2 - - -

普通運賃 1 1 - 7 3

1ヶ月定期代 4 1 - 2 -

3ヶ月定期代を1ヶ月換算 3 - - - -

6ヶ月        〃 30 - - 1 1

普通運賃 2 - - - -

1 1 - 4 1

2 3 3 2 3

10 - - 21 1

168 10 6 39 14 237

その他

合計

申請
経路
分を
支給

最安
経路
分を
支給

一部支給

支給なし

23

28

78

12

7

3

32

2

7

13

32

 
    （単位：人） 

 

３ 乗車券選択モデルの構築 
 
(1) モデルの概要 

本研究では通勤時に利用する乗車券として，定

期券および回数券やカード乗車券など定期券外を選

択する行動を，式(1)，(2)に示す二項ロジットモデ

ルとして定式化する． 
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説明変数には2章でのアンケート調査結果を踏ま

え，各乗車券の1回乗車あたりの運賃および雇用・

就業形態を採用する．ここで1回乗車あたりの運賃

を採用するのは，利用頻度が乗車券の選択に一定の

影響を与えていると考えられるためである注6)． 

各乗車券の運賃については，2003年7月1日現在

の既存ソフトを使用して算出する．1・3・6ヶ月定

期券の運賃については，算出した運賃をさらに利用

回数で除したものを用い，回数券の運賃は割引率を

9.1％とし，カード乗車券の運賃は普通乗車券の運

賃と同様に1回乗車あたりの運賃とする． 

また，回数券とカード乗車券の各運賃を二項ロ

ジットモデルに適用させるために，アンケート調査

から得られた各乗車券の利用者数の割合を算出し，

回数券とカード乗車券の各運賃をその割合で重みづ

けをしたものを定期券外の運賃として設定する． 

一方，利用経路についてはアンケート調査から

得られた通勤経路データを用いる．雇用・就業形態

についてはダミー変数として設定し，正社員を1，

それ以外の形態は0とする．  

 

(2) パラメータの推定結果と考察 

 表-3 にパラメータの推定結果を示す．尤度比は

0.38 であり，適中率は 87.8％であった．また，各

説明変数の符号条件は正しく，t 値については，運

賃は-3.95，雇用・就業形態は 6.24 とそれぞれ高い

値を示し，一定の説明力があると言える．一方，パ

ラメータ値については，運賃は-0.0082，雇用・就

業形態は 2.26 であった． 

推定結果より，運賃のパラメータ値が低いこと

から，今回の調査における通勤利用者については，

乗車券選択に運賃水準はほとんど考慮されていない

ものと考えられる．また，通勤利用者の雇用・就業

形態については，正社員が定期券を選択する傾向が

あり，これはアンケート調査結果で示されたことと

一致する結果である．このことは，仮に非正社員化

が進展した場合，定期券の利用者が減少する可能性

があることを示唆している． 

 



 

表-3 乗車券選択モデルの推定結果 
説明変数 パラメータ値（t 値） 

運賃 -0.0082 (-3.95) 

雇用・就業形態 2.26 (6.24) 

サンプル数 237 

初期尤度 -110.8 

最終尤度 -74.9 

尤度比 0.38 

的中率 87.8% 

3) 本研究では, パスネット，Suica イオカード，イオ

カードは「カード乗車券」，普通回数券，土休日

回数券，時差（オフピーク）回数券は「回数券」

と区分している． 

4) 本研究におけるアンケート調査結果によると，通

勤目的以外（平日勤務終了後および休日）での乗

車券の利用状況は付図のようになっており，定期

券の利用（他の乗車券との併用を含む）が全体の

72％と高いことが分かる． 
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４ おわりに 
 

本研究では，通勤目的での鉄道利用者を対象に

アンケート調査を行い，通勤時における乗車券選択

モデルを構築した．その結果，利用者の乗車券選択

にあたっては，雇用・就業形態が大きく影響してお

り，運賃はほとんど考慮されていないという結果が

得られた． 
付図 通勤目的以外での利用乗車券 

今後の課題としては，今回のアンケート調査で

得られたサンプルにはやや偏りがあることから，サ

ンプル数を増やすことが必要である．また，乗車券

を選択する際には運賃や雇用・就業形態以外にも，

乗車券の支払抵抗や利用経路などの要因も考えられ

る．したがって，これらの点を考慮した乗車券選択

モデルを構築することが必要である． 

 

5) 平成 12 年の大都市交通センサス首都圏報告書に

よると，通勤目的トリップの利用乗車券の内訳は，

定期券が 72.7％，回数券が 14.0％，共通カード乗

車券が 5.2％，普通券が 7.0％となっている． 

6) 通勤定期券の平均割引率 39.3％，普通回数券の割

引率 9.1％を前提にすると，1 ヶ月の通勤日数が

19 日以内の場合，回数券利用の方が経済的となる． 
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補注 

1) 具体的には，東京圏の大手私鉄 8 社の各路線のう

ちの放射路線（都心ターミナルから郊外への路

線）である． 

2) 私事目的のトリップを対象に鉄道運賃の支払い方

法の選択行動を分析した研究として，加藤ほか 3)

が挙げられる． 

 


